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　保険薬局業界は、コロナ禍で2020年度調剤医療費が約３％減と厳
しい状況に直面している。薬局・薬剤師を取り巻く環境は変化してお
り、コロナ後は患者や医療機関とのやり取りなど対人業務にシフトし、
患者から評価された薬局が生き残る構図が予想される。

　全国の保険薬局は06年の５万2000
軒から20年には６万1000軒と増加の
一途をたどり、処方箋枚数は処方箋受
け取り率で見ると20年には約76％と
伸び、医薬分業は大きく進展した。
　調剤医療費約７兆5000億円の内訳
を見ると、技術料は約１兆9000億円。
技術料全体のうち対人業務を評価する
「薬学管理料」の割合は20％にとどま
るなど、対人業務への移行は進んでこ
なかった。
　２年に１度行われる今年４月の調剤
報酬改定は対物業務と対人業務を適切
に評価する観点から、薬局・薬剤師業
務の評価体系を見直した。調剤料、薬
剤服用歴管理指導料を廃止し、新設し
た「薬剤調製料」「調剤管理料」「服薬
管理指導料」に再編した。
　調剤料は技術料全体の５割を占めて
おり、薬局が対物業務に依存している
と批判される要因となっていた。これ
まで手がつけられなかった調剤料にメ

スを入れ、対物業務と対人業務が混在
していた評価体系を整理・再編成した
意味で、近年でも大きな改定と言える
かもしれない。
　具体的には、薬剤調製や取り揃え・
監査業務は薬剤調製料として評価が行
われることになったが、処方日数に関
わらず一律の評価とするなど従来に比
べ点数を絞り込んだ。調剤に依存した
保険薬局にとっては厳しくなることが
予想される。
　一方で、処方内容の薬学的分析や調
剤設計、疑義照会を含む医師への問い
合わせなどの業務は調剤管理料として
日数に応じて４段階で評価し手厚くし
た。在宅業務や医療的ケア児に対する
薬学的管理などへの評価も新設し、点
数を振り分けた。
　対物業務の評価を引き下げ、対人業
務の評価を重点化する調剤報酬の評価
体系ができあがり、今後の改定でも薬
学的管理にウエイトを置いて評価が行

われていくのは確実な情勢だ。
　さらに、薬局・薬剤師業務を大きく
変える可能性があるリフィル処方箋が
４月から導入されることになった。症
状が安定している患者について医師の
処方により医師・薬剤師と適切な連携
のもと、一定の期間内であれば医療機
関を受診しなくても、上限３回までは
繰り返し利用できる。
　リフィル処方箋の導入は地域の中で
患者の動きに変化をもたらす。医療機
関を受診した後に門前薬局で薬をもら
う患者が多かったが、医療機関を受診
しなくても処方箋を繰り返し利用でき
るため、地域のかかりつけ薬局に行っ
て薬を受け取るという"門前から地域"
への新たな流れが作られることにな
る。
　薬剤師は、患者の状態や服薬状況を
確認し、リフィル処方を継続すべきか
どうかを判断する必要がある。患者へ
のフォローアップを行い、医療機関や
多職種とも連携してしっかりと結果を
残せば、これまで立地で選ばれなかっ
た薬局が患者から選ばれる絶好の機会
となる。
　薬剤師の対物業務をめぐっては自動

化や機械化、非薬剤師の活用などが議
論されており、薬局や薬剤師には付加
価値が求められている。厳しい時代で
はあるものの、対人業務ができる薬剤
師には活躍の場は広がっている。こう
した社会の動きを捉え、薬剤師の職能
という視点で自分が就職する薬局選び
をしてみるといいかもしれない。
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対人業務の評価を手厚く

　製薬業界は、これまでの医療用医薬品という基幹事業の枠を超
えたビジネスモデルへの転換が迫られている重要な局面にある。
新型コロナウイルス感染症をはじめとした事業環境の劇的な変化
も後押しし、デジタル化が大きく前進。日常業務のオンライン化
や在宅勤務の浸透により、医薬品の開発、販売に関わる従来型の
業務でもオンラインツールなどを活用した非接触型の取り組みが
加速している。

　医療用医薬品に集中してきたビジネ
スモデルも「ヘルスケア」という広い
枠組みで捉える企業が増えてきてお
り、製薬企業が置かれた立場が大きく
変わろうとしていることが実感できる
時代となった。
　逆に、アプリやゲームを用いた生活
習慣の改善や、ＶＲ（仮想現実）によ
る精神疾患の治療支援など新たな領域
に挑戦する企業が相次いでおり、医療
用医薬品以外に様々なビジネスチャン
スが眠っているとの捉え方もできる。
　かつてない大変革期の背景にあるの
は、デジタル化という時代の潮流もあ

るが、もう一つは公定薬価を引き下げ
る薬価改定が診療報酬改定の行われる
２年に１回ではなく、毎年実施される
ようになったことが大きい。
　医薬品調査会社のＩＱＶＩＡによる
と、2025年までの医薬品市場で、世
界市場は年平均成長率３～６％で成長
する一方、日本市場は薬価改定の影響
によってマイナス２～１％と主要国で
唯一のマイナス成長に沈むと予測され
ている。
　相次ぐ薬価引き下げ政策により、か
つて海外で使える新薬が日本で使えな
い「ドラッグ・ラグ」が再び訪れつつ

あると警鐘が鳴らされている。
　こうした厳しい状況下にあって、日
本の製薬業界も新たな産業像を模索し
始めている。国内の研究開発型製薬企
業73社が加盟する業界団体の日本製
薬工業協会は今年、従来の革新的新薬
を創出するという役割だけでなく、水
平分業によってデジタル企業などと連
携し、生活習慣改善アプリなどの予知
・予防領域といった「トータルヘルス
ケアソリューション」を提供するビジ
ネスモデルに転換していく産業像を示
した。
　これまで製薬業界は、国の公定薬価
という公的保険制度のもとでの活動が
中心だったが、保険でカバーできない
領域までビジネスの幅を広げていくと
いう宣言だ。その一方で、切れ味の鋭
い高額な医薬品が相次ぎ登場する中
で、どこまで国民の保険料で負担すべ
きかという議論も進めるべきと提案し
ている。

　まさに医療用医薬品ビジネスに逆風
が吹く時代にあって、革新的な医薬品
の果実はしっかりと公的保険でカバー
し、それ以外の新たなヘルスケア領域
のビジネスは保険外の収益源として展
開していく。そんな将来に向けた姿が
浮かび上がる。
　とはいえ、新型コロナウイルス感染
症の世界的な拡大を受け、驚異的なス
ピードで革新的なワクチンと治療薬が
開発され、製薬産業の重要性が強く認
識された。今後も医療用医薬品ビジネ
スが根幹であり続けることに変わりは
ないだろう。
　国内で活動する製薬企業の命運は、
新薬を開発し続けるコストをどこまで
賄えるかにかかっている。新薬のイノ
ベーションにどこまで投資をしている
か、デジタル化や新領域への展開、ま
たその事業可能性など、就職に当たっ
てチェックすべき点は多い。
　製薬企業の将来性を判断するのは難
しい時代だが、自分のやりたいことと
目指す会社のビジョンをしっかり研究
しておくこと。それが納得いく就職活
動のスタートラインになるはずだ。
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医薬品の枠超えた事業展開も
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